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国立大学法人鳴門教育大学の中期計画 

 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

1)-① 学校教育の今日的課題に応えるため，カリキュラム・ポリシーに

基づき，新たな授業科目を開設するなど，教員養成コア・カリキュラ

ムを更に充実させる。 

1)-② 附属学校及び協力校との連携をより強化し，学校現場における教

育実践のための教育システムを更に充実させる。 

1)-③ 専門職学位課程の教育内容等について検証し，より一層充実させ

る。 

2)-① 単位認定並びに進級，卒業及び修了に関する成績評価制度を再構

築し，厳正な評価を実施する。 

2)-② 学士課程において，新たに開設する授業科目「教職実践演習」に

よる，総合的な教師力の評価を通し，卒業時における質を保証する。 

2)-③ 教員養成に係る教育の成果として，学士課程において教員就職率

（進学者を除く。）を 70％以上にする。また，修士課程では，教職を

はじめ教育関連分野への就職率をより一層高める。 

3)-① アドミッション・ポリシーを検証し，本学の求める学生の入学を

促進するため，入学者選抜方法を改善する。 

3)-② オープンキャンパス，進学相談会，大学説明会の改善やウェブペ

ージの充実を通して各種情報を積極的に提供し，入試広報を更に充実

させる。 

3)-③ 四国地区５国立大学連携による「連合アドミッションセンター」

を設置し，学力を含めた総合的評価によるＡＯ入試について検討を進

める。 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

1)-① 学校現場のニーズに応えるため，多様な教育機会を提供する。 

1)-② 教職に関する高度な専門性と実践力を育むため，学習支援，情報

支援体制を充実させる。 

1)-③ 学士課程において実践的教育指導を充実させるため，附属学校や

地域の学校教員等との連携及び協働による指導体制を拡充する。 

1)-④ 四国地区５国立大学連携による「大学連携 e-Learning 教育支援

センター四国」を設置し，大学教育の共同実施を推進する。 
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2)-① 学長直轄の組織として改組した FD・SD 委員会において，学長のリ

ーダーシップのもと全学体制で効果的な FD 事業を推進する。 

2)-② 学内外の有識者の意見を効果的に反映させ，教育評価制度及び教

育評価体制を改善する。 

2)-③ 教育の成果を検証し，教育改善に活用するため，卒業生，修了生，

現職教員及び教育行政関係者等に対する調査等を計画的に実施する。 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

1)-① 学生の健康状態を健全に保つため，メンタルヘルス・保健事業に

ついて PDCA サイクルを通して改善し，更に充実させる。 

1)-② 経済的支援をはじめとする各種学生支援事業を積極的に実施する

とともに，厚生補導施設を充実させる。 

1)-③ 学生の意見を取り入れ，学習支援策を充実させるとともに，自主

研鑽を促すプログラムを積極的に提供する。 

2)-① 学生のキャリア形成支援の一環として，教職ガイダンス，就職ガ

イダンス等を実施するなど，就職支援事業を更に充実させる。 

2)-② 交流を通じた各種情報交換のための卒業生，修了生，在学生，教

職員間の相互ネットワークを構築し，卒業及び修了後におけるフォロ

ー体制を確立する。 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

1)-① 学校教育に関する先端的実践研究として，予防教育科学，教科内

容学及び各種 GP等に関連するプロジェクト研究を重点的に行う。 

1)-② 学校現場等との連携により，教育実践に関する共同研究を推進し，

研究成果を還元する。 

1)-③ 保有する研究成果等のデータベース化を推進し，ウェブページで

公開することにより，学校現場や社会に還元する。 

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

1)-① 予防教育科学をはじめとする社会のニーズに応じた学校教育に関

する研究を機動的かつ重点的に行うため，研究支援体制を見直し，改

善する。 

1)-② 研究の質の向上のため，研究に関する評価制度及び評価体制につ

いて検証し，更に充実させる。 

1)-③ 附属図書館をはじめとする学内共同教育研究施設における研究環

境を充実させる。 

1)-④ 四国地区５国立大学連携による産学官イノベーション創出拠点を

構築し，産学官連携活動を充実する。 
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３ その他の目標を達成するための措置 

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置 

1)-① 小学校英語教育センターの事業実績や教育研究の成果を活かし，

小学校における外国語活動支援を引き続き計画的に行う。 

1)-② 徳島県教育委員会，市町村教育委員会等との教育・文化に関する

研究連携事業を実施し，その成果を広く社会に還元する。 

1)-③ 徳島県教育委員会等と連携・協力し，現職教員の資質及び能力向

上のための各種研修及び講習事業を実施する。 

2)-① 大学公開事業を積極的に推進し，本学の人的資源を教育委員会，

学校現場及び一般社会に対し還元する。 

2)-② 生徒等の修学心を促し，学力向上に貢献するため，教育委員会と

連携し，教育支援事業を充実させる。 

2)-③ 地域社会への附属図書館サービスをより一層充実させる。 

（２）国際化に関する目標を達成するための措置 

1)-① 教員教育国際協力センターの充実を図り，JICA 等と提携協力し，

開発途上国での教育支援を積極的に推進する。 

1)-② 国際学術交流協定校等とのセミナー，シンポジウム，共同研究等

を積極的に実施する。 

1)-③ 留学生の受入体制を充実し，修学環境を整備するとともに，教職

員の国際化に対応するための研修を積極的に実施する。 

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置 

1)-① 附属学校教員と大学教員とによる共同教育研究体制を検証し，共

同研究を積極的に実施する。 

1)-② 附属学校教員による大学での授業担当，大学教員による附属学校

における授業担当等の相互支援システムを強化し，更に充実させる。 

1)-③ 附属学校における実地教育実施体制の検証を行い，大学における

授業内容に連動させた，より実践的な実地教育を推進する。 

2)-① 附属学校間の連携を図るための組織を編成し，教員の相互交流を

行い，幼稚園，小学校，中学校及び特別支援学校間における連携教

育を実施する。 

2)-② 附属学校間の教育研究連携体制を確立し，大学との協力のもと，

地域の学校現場と連携し先導的研究を推進する。 

3)-① 学校評議員制度及び学校関係者評価制度を更に充実させ，社会に

開かれた附属学校運営を行う。 

3)-② 附属学校における管理運営体制を検証し，充実を図る。 

3)-③ 幼児，児童及び生徒の安全を確保するため，安全管理計画を更に

充実させるとともに，施設及び設備面においても計画的に安全対策

を講じる。 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

1)-① コンプライアンス及びリスクマネジメントを中心とした内部統制

を確立し，PDCA サイクルの実施により，内部統制機能を充実させる。 

1)-② 経営戦略に基づき，効率的かつ柔軟な組織運営及び業務運営を行

う。 

1)-③ 大学の広報体制を見直すとともに，IT を中心とした効率的・効果

的な広報活動を実施する。 

2)-① 社会的ニーズ等大学を取り巻く内外の環境分析を行い，大学院（修

士課程，専門職学位課程），学部及び附属学校の入学定員等について

検討し，適正な規模に見直す。 

2)-② 教育研究組織，センター組織及び事務組織を総合的に見直し，教

育研究及び業務運営体制を再構築する。 

3)-① 機動的かつ柔軟な大学運営を行うため，人員配置方針を見直し，

新たな配置計画を策定し，効率的かつ適正な人員配置を行う。 

3)-② 効率的かつ効果的に予算を執行するため，学内予算配分方針を点

検し，改善を行う。 

3)-③ 大学が保有する情報資産を，適切な管理運用方法により，学内で

有効活用するとともに，学外にも広く発信する。 

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

1)-① 戦略的・機動的な大学運営を図るため，内部統制システムを構築

するとともに柔軟に事務組織を見直す。 

1)-② 事務系職員に新たな人事制度（採用，評価，研修等）を導入する

とともに，事務システムを改善し，事務処理環境を整備する。 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するた

めの措置 

1)-① 外部資金確保に向けた全学的取り組みを強化するとともに，研究

費の業績主義的傾斜配分をはじめとするインセンティブを拡充する。 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

（１）人件費の削減 

1)-① 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する

法律」（平成 18 年法律第 47 号）に基づき，国家公務員に準じた人件

費改革に取り組み，平成 18 年度からの５年間において，△５％以上

の人件費削減を行う。更に，「経済財政運営と構造改革に関する基本

方針 2006」（平成 18 年７月７日閣議決定）に基づき，国家公務員の改
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革を踏まえ，人件費改革を平成 23年度まで継続する。 

1)-② 常勤職員以外の人件費についても，計画的に抑制する。 

（２）人件費以外の経費の削減 

1)-① 全体経費を抑制するため，多様な契約方法を導入するとともに，

「業務コスト節減対策」を検証し，改善する。 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

1)-① 学内及び地域のニーズ等を踏まえ，屋外体育施設等を更に有効活

用する。 

1)-② 職員宿舎及び非常勤講師宿泊施設等の有効な活用方針を策定し，

運用する。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

1)-① 自己点検・評価制度及び評価結果の活用方法等の適正化について，

学外の有識者による検証を受け，評価制度等を改善する。 

1)-② 自己点検・評価業務の効率化を図るため，評価システムを改善す

る。 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

1)-① 多様な大学情報の積極的な発信を通して，幅広い広報活動を行う。 

1)-② 機関リポジトリを構築し，学術研究情報を発信する。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

1)-① 既存の施設改修計画及び設備マスタープランを見直し，新たな計

画に基づき整備する。 

1)-② 大学の教育研究体制に応じた柔軟な施設・スペースの再配分を行

う。 

２ 環境マネジメントに関する目標を達成するための措置 

1)-① 環境基本計画を策定するとともに，環境マネジメントシステムを

構築し，継続的に環境保全に取り組む。 

1)-② 環境保全に関する啓発活動を推進するとともに，地域との連携を

図りつつ，学生と教職員が一体となって環境保全を行うための協働シ

ステムを構築する。 

1)-③ 多様な環境活動を支援するため，大学及び周辺地域の自然環境に

配慮した施設・設備等を計画的に整備する。 

 



- 6 - 

 

３ リスクマネジメントに関する目標を達成するための措置 

1)-① リスクマネジメントシステムを構築するとともに，行動計画に基

づいたマニュアルを策定し運用する。 

1)-② 情報セキュリティ人材を育成・確保するとともに，セキュリティ

意識の向上を図ることにより，最適な情報セキュリティ水準を確保し

た，安全で安心なＩＴ利用環境を構築する。 

1)-③ 南海・東南海地震をはじめとする大規模な自然災害等に対し，各

種計画（避難，誘導，救助，備蓄等）に基づく訓練等を地域と一体で

実施するとともに，日常の安全（衛生）対策，予防対策についても計

画的に取り組む。 

1)-④ 学生（幼児・児童・生徒等含む。）を取り巻くリスク（事故，情報

倫理，薬物等）に対応した教育・指導を強化する。 

1)-⑤ 講習会をはじめとする啓発活動の強化及び相談体制の充実により，

多様なハラスメントの防止に取り組む。 

４ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 

1)-① 法人監査機能及び内部統制機能を強化し，法令遵守を徹底した大

学運営を推進する。 

1)-② 学外の有識者を活用した内部統制体制を構築し，統制機能を充実

させる。 

５ 男女共同参画社会の対応に関する目標を達成するための措置 

1)-① 男女共同参画社会の構築に向けた大学の指針に基づき，大学教職

員等のニーズを踏まえた施設及び制度等の整備を推進する。 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

別紙のとおり 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

○ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

９億円 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる

対策費として借り入れることが想定されるため。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

なし 
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Ⅸ 剰余金の使途 

○ 決算において剰余金が発生した場合は， 

・教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 

Ⅹ その他 

１ 施設・設備に関する計画 

 

施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 

・小規模改修 総額 １４４ 国立大学財務・経営センタ

ー施設費交付金 

（１４４百万円） 

（注１） 施設・設備の内容，金額については見込みであり，中期目標を達成

するために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽

度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。 

（注２） 小規模改修について平成 22年度以降は平成 21年度同額として試算

している。 

なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費補助金，国立大

学財務・経営センター施設費交付金，長期借入金については，事業の

進展等により所要額の変動が予想されるため，具体的な額については，

各事業年度の予算編成過程等において決定される。 

 

２ 人事に関する計画 

人員管理を人件費総額で管理することとなるが，運営費交付金の算定ル

ールなどを参考に，年俸制の導入や人事交流を活性化し，第２期中期目標

期間中の適正な人員配置を計画する。 

 

３ 中期目標期間を超える債務負担 

なし 

 

４ 積立金の使途 

○ 前中期目標期間繰越積立金については，次の事業の財源に充てる。 

・教育，研究に係る業務及びその附帯業務 
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別表（収容定員） 

平

成

22

年

度 

学校教育学部 ４００人    

学校教育研究科 ６００人    

  うち修士課程 ５００人  

  専門職学位課程 １００人  

平

成

23

年

度 

学校教育学部 ４００人    

学校教育研究科 ６００人    

  うち修士課程 ５００人  

  専門職学位課程 １００人  

平

成

24

年

度 

学校教育学部 ４００人    

学校教育研究科 ６００人    

  うち修士課程 ５００人  

  専門職学位課程 １００人  

平

成

25

年

度 

学校教育学部 ４００人    

学校教育研究科 ６００人    

  うち修士課程 ５００人  

  専門職学位課程 １００人  

平

成

26

年

度 

学校教育学部 ４００人    

学校教育研究科 ６００人    

  うち修士課程 ５００人  

  専門職学位課程 １００人  

平

成

27

年

度 

学校教育学部 ４００人    

学校教育研究科 ６００人    

  うち修士課程 ５００人  

  専門職学位課程 １００人  
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（別紙）予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画 

 

１．予算 

 

平成 22 年度～平成 27 年度 予算 

 

大学名 鳴門教育大学 

 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

  

収入  

運営費交付金 ２１，１１８ 

施設整備費補助金 ０ 

船舶建造費補助金 ０ 

国立大学財務・経営センター施設費交付金 １４４ 

自己収入 ４，４８３ 

授業料及び入学料検定料収入 ４，１４２ 

附属病院収入 ０ 

財産処分収入 ０ 

雑収入 ３４１ 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ９２８ 

長期借入金収入 ０ 

  

計 ２６，６７３ 

  

支出  

業務費 ２５，６０１ 

教育研究経費 ２５，６０１ 

診療経費 ０ 

施設整備費 １４４ 

船舶建造費 ０ 

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 ９２８ 

長期借入金償還金 ０ 

  

計 ２６，６７３ 
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［人件費の見積り］ 

中期目標期間中総額１９，０９２百万円を支出する。（退職手当は除く。） 

 

注）人件費の見積りについては，平成 23 年度以降は平成 22 年度の人件費見積

り額を踏まえ試算している。 

注）退職手当については，国立大学法人鳴門教育大学役員退職手当規程及び国

立大学法人鳴門教育大学職員退職手当規程に基づいて支給することとする

が，運営費交付金として措置される額については，各事業年度の予算編成過

程において国家公務員退職手当法に準じて算定される。 

注） 組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。 

 

 

［運営費交付金の算定方法］ 

○ 毎事業年度に交付する運営費交付金は，以下の事業区分に基づき，それぞ

れに対応した数式により算定して決定する。 

 

Ⅰ〔一般運営費交付金対象事業費〕 

①「教育研究等基幹経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｅ（ｙ－１）

は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。 

・ 学部・大学院の教育研究に必要な教職員のうち，設置基準に基づく

教員にかかる給与費相当額及び教育研究経費相当額。 

・ 附属学校の教育研究に必要な教職員のうち，標準法に基づく教員に

かかる給与費相当額。 

②「その他教育研究経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｆ（ｙ－１）

は直前の事業年度におけるＦ（ｙ）。 

・ 学部・大学院及び附属学校の教育研究に必要な教職員（①にかかる

者を除く。）の人件費相当額及び教育研究経費。 

・ 附属施設等の運営に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費。 

・ 法人の管理運営に必要な職員（役員を含む）の人件費相当額及び管

理運営経費。 

・ 教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要とな

る経費。 

 

〔一般運営費交付金対象収入〕 

③「基準学生納付金収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準

額を乗じた額及び収容定員数に授業料標準額を乗じた額の総額。（平成 22
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年度入学料免除率で算出される免除相当額及び平成 22 年度授業料免除率

で算出される免除相当額については除外。） 

④「その他収入」：検定料収入，入学料収入（入学定員超過分等），授業料収

入（収容定員超過分等）及び雑収入。平成 22 年度予算額を基準とし，第

２期中期目標期間中は同額。 

 

Ⅱ〔特別運営費交付金対象事業費〕 

⑤「特別経費」：特別経費として，当該事業年度において措置する経費。 

 

Ⅲ〔特殊要因運営費交付金対象事業費〕 

⑥「特殊要因経費」：特殊要因経費として，当該事業年度において措置する

経費。 

 

運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋Ｂ（ｙ）＋Ｃ（ｙ） 

 

１．毎事業年度の一般運営費交付金は，以下の数式により算定する。 

Ａ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ）＋ Ｆ（ｙ）－ Ｇ（ｙ） 

 

（１）Ｅ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ－１）× β（係数） 

（２）Ｆ（ｙ）＝｛Ｆ（ｙ－１）× α（係数）｝× β（係数）± Ｓ（ｙ）

± Ｔ（ｙ）± Ｕ（ｙ） 

（３）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ） 

---------------------------------------------------------------------- 

Ｅ（ｙ）：教育研究等基幹経費（①）を対象。 

Ｆ（ｙ）：その他教育研究経費（②）を対象。 

Ｇ（ｙ）：基準学生納付金収入（③），その他収入（④）を対象。 

Ｓ（ｙ）：政策課題等対応補正額。 

新たな政策課題等に対応するための補正額。各事業年度の予算

編成過程において当該事業年度における具体的な額を決定する。 

Ｔ（ｙ）：教育研究組織調整額。 

学部・大学院等の組織整備に対応するための調整額。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体

的な調整額を決定する。 

Ｕ（ｙ）：施設面積調整額。 

施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体
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的な調整額を決定する。 

 

２．毎事業年度の特別運営費交付金は，以下の数式により算定する。 

Ｂ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ） 

---------------------------------------------------------------------- 

Ｈ（ｙ）：特別経費（⑤）を対象。なお，本経費には新たな政策課題等に

対応するために必要となる経費を含み，当該経費は各事業年度

の予算編成過程において当該事業年度における具体的な額を決

定する。 

 

３．毎事業年度の特殊要因運営費交付金は，以下の数式により算定する。 

Ｃ（ｙ）＝ Ｉ（ｙ） 

---------------------------------------------------------------------- 

Ｉ（ｙ）：特殊要因経費（⑥）を対象。なお，本経費には新たな政策課題

等に対応するために必要となる経費を含み，当該経費は各事業

年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な額

を決定する。 

 

【諸係数】 

α（アルファ）：大学改革促進係数。 

第２期中期目標期間中に各国立大学法人における組織改編や

既存事業の見直し等を通じた大学改革を促進するための係数。 

現時点では確定していないため，便宜上平成 22 年度予算編成

時と同様の考え方で△1.0％とする。 

なお，平成 23 年度以降については，今後の予算編成過程にお

いて具体的な係数値を決定する。 

β（ベータ）：教育研究政策係数。 

物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的

に勘案して必要に応じ運用するための係数。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体

的な係数値を決定する。 

 

注）中期計画における運営費交付金は上記算定方法に基づき，一定の仮定の下

に試算されたものであり，各事業年度の運営費交付金については，予算編成

過程において決定される。 

なお，「特別運営費交付金」及び「特殊要因運営費交付金」については，平
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成 23 年度以降は平成 22 年度と同額として試算しているが，教育研究の進展等

により所要額の変動が予想されるため，具体的な額については，各事業年度の

予算編成過程において決定される。 

 

注）国立大学財務・経営センター施設費交付金は，「施設・設備に関する計画」

に記載した額を計上している。 

 

注）自己収入並びに産学連携等研究収入及び寄附金収入等については，平成 22

年度の受入見込額により試算した収入予定額を計上している。 

 

注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は，版権及び特許権等収入を含む。 

 

注）業務費及び施設整備費については，中期目標期間中の事業計画に基づき試

算した支出予定額を計上している。 

 

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は，産学連携等研究収入及び寄附

金収入等により行われる事業経費を計上している。 

 

注）上記算定方法に基づく試算においては，「教育研究政策係数」は１とし，「政

策課題等対応補正額」，「教育研究組織調整額」，「施設面積調整額」について

は，０として試算している。 
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２．収支計画 
 

平成 22 年度～平成 27 年度 収支計画 
 

大学名 鳴門教育大学 
 

（単位：百万円） 

区分 金額 

  

費用の部 ２６，５５１ 

経常費用 ２６，５５１ 

業務費 ２４，８３３ 

教育研究経費 ３，３９７ 

診療経費 ０ 

受託研究費等 ８１９ 

役員人件費 ３７６ 

教員人件費 １５，０００ 

職員人件費 ５，２４１ 

一般管理費 ８６０ 

財務費用 ０ 

雑損 ０ 

減価償却費 ８５８ 

臨時損失 ０ 

  

収入の部 ２６，５５１ 

経常収益 ２６，５５１ 

運営費交付金収益 ２０，４６３ 

授業料収益 ３，３０２ 

入学金収益 ７００ 

検定料収益 １４０ 

附属病院収益 ０ 

受託研究等収益 ８１９ 

寄附金収益 ９１ 

財務収益 １３ 

雑益 ３２７ 

資産見返負債戻入 ６９６ 

臨時利益 ０ 

純利益 ０ 

総利益 ０ 

  

注）受託研究費等は，受託事業費，共同研究費及び共同事業費を含む。 

注）受託研究等収益は，受託事業収益，共同研究収益及び共同事業収益を含む。 
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３．資金計画 

 

平成 22 年度～平成 27 年度 資金計画 

 

大学名 鳴門教育大学 

 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

  

資金支出 ２６，７１７ 

業務活動による支出 ２５，６４３ 

投資活動による支出 １，０３０ 

財務活動による支出 ０ 

次期中期目標期間への繰越金 ４４ 

  

資金収入 ２６，７１７ 

業務活動による収入 ２６，５２９ 

運営費交付金による収入 ２１，１１８ 

授業料及び入学料検定料による収入 ４，１４２ 

附属病院収入 ０ 

受託研究等収入 ８１９ 

寄附金収入 １０９ 

その他の収入 ３４１ 

投資活動による収入 １４４ 

施設費による収入 １４４ 

その他の収入 ０ 

財務活動による収入 ０ 

前期中期目標期間よりの繰越金 ４４ 

  

注）施設費による収入には，独立行政法人国立大学財務・経営センターにおけ

る施設費交付事業にかかる交付金を含む。 

 


